
決 算 公 告
2026 年２月２日 東京都渋谷区恵比寿南１丁目１９

日本フェレロ株式会社
代表取締役 ニール・ホワイトスミス

貸借対照表の要旨 (2025年８月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 919,114 流 動 負 債 744,640
非 流 動 資 産 69,425 (賞与引当金) (8,825)

(有給休暇引当金) (6,189)
非 流 動 負 債 50,576
(退職給与引当金) (50,576)
株 主 資 本 193,323
資 本 金 100,000
資 本 準 備 金 15,678
利 益 準 備 金 9,321
繰越利益剰余金 68,324
(うち当期純利益) (107,765)

資 産 合 計 988,539 負債・純資産合計 988,539

第 20 期 決 算 公 告
令和８年２月２日 東京都八王子市千人町三丁目３番20号

ＭＩＲＡＩＬＡＢＯ株式会社
代表取締役社長 平塚 利男

貸借対照表の要旨 (令和７年10月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,079,177 流 動 負 債 193,310
固 定 資 産 1,221,677 (うち賞与引当金) (12,557)

固 定 負 債 890,335
株 主 資 本 2,210,642
資 本 金 98,000
資 本 剰 余 金 2,408,058
資 本 準 備 金 98,000
その他資本剰余金 2,310,058
利 益 剰 余 金 295,415
その他利益剰余金 295,415
(うち当期純損失) (295,415)
新 株 予 約 権 6,566

資 産 合 計 3,300,854 負債・純資産合計 3,300,854

第９期決算公告 令和８年２月２日
埼玉県草加市稲荷一丁目12番19号

山葉印刷株式会社
代表取締役 清川 悦男

貸借対照表の要旨(令和７年10月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 266,445
固 定 資 産 108,179
資 産 合 計 374,625

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 110,695
固 定 負 債 32,186
株 主 資 本 231,743
資 本 金 10,000
資 本 剰 余 金 10,000
資 本 準 備 金 10,000
利 益 剰 余 金 211,743
その他利益剰余金 211,743
(うち当期純利益) (53,142)
負債・純資産合計 374,625

資
本
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の
減
少
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告
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表
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山

東
吉

第 10 期 決 算 公 告
令和８年２月２日
北海道余市郡仁木町東町十四丁目42番地10

株式会社ピュール
代表取締役 丹山 東吉

貸借対照表の要旨
(令和７年３月31日現在) (単位：円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 13,352,558
固 定 資 産 276,915,072
資 産 合 計 323,345,125

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 171,321,093
固 定 負 債 141,736,911
株 主 資 本 10,287,121
資 本 金 90,000,000
利 益 剰 余 金 79,712,879
その他利益剰余金 79,712,879
(うち当期純損失) (28,711,789)
負債・純資産合計 323,345,125

令和年月日 月曜日 (号外第号)官 報 
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